
 

 

令和２年度 
 

 

 

 

 

 

加西市一般会計及び特別会計決算 

並びに基金運用状況審査意見書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加西市監査委員 

 

 

 



    



加 監 第 ４ ４ 号 

令和３年８月１３日 

 

加西市長 西 村 和 平 様 

 

加西市監査委員 金 澤 栄 一 

加西市監査委員 高 井 芳 朗 

 

令和２年度加西市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに 

基金運用状況の審査意見について 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定により、令和２年度加西

市一般会計及び特別会計歳入歳出決算及びその附属書類並びに令和２年度基金運用状況に

ついて、加西市監査基準（平成 31年加西市監査告示第２号）に基づき審査した結果、次の

とおり意見を提出する。 
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令和２年度加西市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見 

 

一 審査の対象 

 １ 一般会計及び特別会計 

 （１）令和２年度加西市一般会計歳入歳出決算 

      同   加西市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市介護保険特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市公園墓地整備事業特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市産業団地整備事業特別会計歳入歳出決算 

 （２）上記決算に関する歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書 

 

 ２ 基  金 

   定額資金運用基金の令和２年度運用状況 

 

二 審査の期間 

令和３年６月２５日から令和３年８月６日まで 

 

三 審査の方法 

  決算審査にあたっては、各会計歳入歳出決算、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産

に関する調書が、関係法令に基づき適正に作成されているか、計数は正確であるか、また、予算の

執行状況は適正であるかについて、各課より提出された資料等と照合するとともに、関係職員の説

明を聴取する方法により審査した。 

  また、基金の運用状況については、基金運用状況を示す書類により、その設置目的に沿って適正

に運用されているか、計数は正確であるか等を審査した。 

 

四 審査の結果 

  決算審査に付された各会計歳入歳出決算、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関

する調書は、いずれも関係法令に従い作成されており、その計数は正確であることを確認した。ま

た、予算の執行状況は、所期の目的に沿っており、適正妥当であると認めた。 

  基金運用状況を示す書類の計数は正確で、その設置目的に沿って、適正妥当に運用されていると

認めた。 

  審査の意見及び概要は次のとおりである。 
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 １ 審査意見 

 当年度は新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた年度である。国庫支出金、県支出金を

活用するなどして、新型コロナウイルス感染症で影響を受けた市民への特別給付金給付事業４４億

円余をはじめ、商工業者の支援事業、学校のオンライン授業環境の整備など市を挙げて多彩な事業

を展開した。 

また、多くの皆様からの加西市に対するふるさと納税額が５３億円余と過去最大となったことか

ら、これを活用した各種事業を展開するとともに、多額の基金積み立てを行った。 

このほか、当年度は第５次加西市総合計画の後期基本計画期間の最終年にあたり、子育て環境の

整備、鶉野飛行場跡地の地域活性化拠点の整備など各種施策に精力的に取り組んだ。 

こうしたことから一般会計歳入は３１７億円余、一般会計歳出は３０６億円余と、いずれも過去

最大規模となり、収支（形式収支）も１０億円余の黒字を確保できたところである。 

しかし、近年集中的に整備した学校施設、こども園等の整備にかかる起債償還が今後本格化する

とともに、ウイズコロナ・ポストコロナ時代に対応する新たな財政需要も予測される。 

今後とも、住民のニーズを的確に把握し、最少の経費で最大の効果をあげるよう、不断の行財政

改革に取り組み、堅固な財政基盤の確立に努められたい。 

以下、留意、改善を要望する項目について述べる。 

 

（１）産業団地特別会計について 

     ア 人件費に相当する額を一般会計から繰出しを行っているが、本来、土地売却収入をもっ

て充てるべき支出であり、黒字が見込まれる中での繰出しの必要性について慎重に検討さ

れたい。 

     イ 事業開始段階から事業終了時までの、人件費他の間接経費も含む全体の収支状況を明示

されたい。 

ウ 当初予算、補正予算において多額の予備費を計上し、しかも最終的には全額不用額とし

ている。予備費は予見することのできない歳出予算の不足に備えて計上されるべき費用で

あり、予算計上時の特別会計収支を均衡させる目的で用いることは不適切である。 

 

（２）適正な人員管理について 

   会計年度任用職員の人員が多く、その人件費が多額に上っている。企業会計分も含め、その人

員と人件費の全体像を把握し、他自治体との比較も考慮しつつ、必要かつ十分な職員の配置によ

る適正な人員管理に努められたい。 

 

（３）委託料支出について 

   関係団体への委託料において、契約期間満了時に委託事業費の精算が行われていない事例があ
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る。 

委託料が当該委託事業に全額充当されていない場合は、返納を求めるべきである。 

 

（４）ふるさと納税の充当について 

   ふるさと納税による歳入金が、乳幼児・子ども医療費助成や教育関係事業など、一時的な施策

とは呼べないものに充当されている。ふるさと納税による収入は一時的かつ流動的なものである

ため、これらの長期的、安定的に取り組むべき施策の財源には、税、交付税等一般財源を充当す

べきである。 

 

（５）外国人施策について 

   多文化共生が求められる時代において、外国人に係る施策が重要性を増している。個人情報保

護に留意しつつ、市内在住外国人についての言語、就労などの情報を把握するとともに、外国人

の声を随時吸い上げる仕組みを構築し、これらを関係部署を横断して情報共有し、施策に活用さ

れたい。 
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２ 決算の概要 

（１）決算規模（別表１、２参照） 

  令和２年度の全会計決算を総括してみると、歳入決算総額は４４，２７８，３５４千円、歳出決

算総額は４２，１５５，４９３千円となっており、歳入歳出差引額は２，１２２，８６１千円であ

る。 

 一般会計、特別会計の内訳については、次表のとおりである。 

 

決 算 規 模 の 内 訳 

区  分 歳  入 歳  出 歳入歳出差引額 

全 会 計 決 算 総 額 

千円 千円 千円 

44,278,354 42,155,493 2,122,861 

内 

訳 

一般会計決算額 31,709,646 30,685,992 1,023,654 

特別会計決算額 12,568,708 11,469,501 1,099,206 

 しかし、この決算額のうちには、各会計相互間の繰入金、繰出金等が含まれているので、純計決

算額はこれらを控除した額となり、次表のとおりである。 

 

純 計 決 算 額 

区  分 歳  入 歳  出 歳入歳出差引額 

全会計決算総額 
千円 千円 千円 

42,913,033 40,790,173 2,122,861 

内 

訳 

一般会計決算額 31,709,646 29,320,671 2,388,975 

特別会計決算額 11,203,387 11,469,501 △ 266,114 

 次に、各会計決算総額を前年度と比較すると、次表のとおりである。 

 

決算規模の対前年度比較 

区  分 
令和元年度 

A 

令和２年度 

B 

差引増減額 

B－A 

対前年度比率 

B／A 

各 会 計 歳 入 総 額 
千円 千円 千円 ％ 

34,653,801 44,278,354 9,624,553 127.8 

各 会 計 歳 出 総 額 33,841,422 42,155,493 8,314,072 124.6 

差 引 総 額 812,380 2,122,861 1,310,481 261.3 

 

（２）決算収支（別表３参照） 

  当年度の決算収支の状況は次表のとおりであり、一般会計及び特別会計を合わせた決算総額にお

ける形式収支は２，１２２，８６１千円の黒字、翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は 
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１，７８１，５１８千円の黒字となっている。 

  また、当年度の実質収支から前年度の実質収支を控除した単年度収支は、１，２０９，１６７千

円の黒字となった。 

決 算 収 支 状 況 

区 分 歳 入 歳 出 形式収支 
翌年度へ繰越す

べ き 財 源 
実質収支 単年度収支 

一般会計 
千円 千円 千円 千円 千円 千円 

31,709,646 30,685,992 1,023,654 341,343 682,311 334,121 

特別会計 12,568,708 11,469,501 1,099,206 0 1,099,206 875,046 

合 計 44,278,354 42,155,493 2,122,861 341,343 1,781,518 1,209,167 

（注）単年度収支＝当年度実質収支―前年度実質収支 

 

（３）財政構造 

  財政構造の弾力性を判断する方法として一般に用いられる財政力指数、経常収支比率及び公債費

比率の推移は次のとおりである。 

ア 財政力指数 

 地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去

３年間の平均値で、地方公共団体の財政力を示す指数を財政力指数といい、この指数が高いほど、

財源に余裕があるといえる。当年度の本市の財政力指数は０．６６２で前年度と比較して０．００

５ポイント上昇した。 

  

 この３か年の財政力指数は次のとおりである。 

財 政 力 指 数 

区  分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

基準財政収入額 Ａ（千円） 5,984,096 6,145,085 6,280,069 

基準財政需要額 Ｂ（千円） 9,098,912 9,193,114 9,533,745 

単 年 度 数 値  Ａ ／ Ｂ 0.658 0.668 0.659 

財 政 力 指 数 0.652 0.657 0.662 

 

  （注） 

 

 

     

    基準財政収入額は、市の財政力を合理的に測定するために、地方交付税法の規定により、次のと
おり算定した額である。 

    基準財政収入額＝標準的な地方税収入✕７５％＋地方譲与税等 

    基準財政需要額は、市の財政需要を合理的に測定するために、地方交付税法の規定により算定し
た額である。 

 

財政力指数＝ 
基 準 財 政 収 入 額 

の過去３年間の平均値 
基 準 財 政 需 要 額 
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イ 経常収支比率 

 経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費等の毎年度経常的に支出される経費に充当された一

般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源等の額に占め

る割合を示すもので、財政構造の弾力性を判断するための指標である。一般的に経常収支比率は７

０～８０％程度が望ましいとされ、その比率が高くなるほど財政が硬直化し、独自の事業や新たな

行政需要に対応できる余地が減少することになる。本市の経常収支比率はおおむね９０％台前半で

推移しており、当年度は前年度に比べて０．１ポイント増加しており、依然として財政は硬直化の

状態にある。 

 この３か年の経常収支比率は次のとおりである。 

経 常 収 支 比 率 

区  分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

経 常 一 般 財 源 総 額 
（千円） 

11,896,489 11,890,796 12,126,445 

経常経費充当一般財源 
（千円） 

10,918,567 11,159,377 11,385,901 

経 常 収 支 比 率 
（％） 

91.8 

(98.0) 

93.8 

(98.8) 

93.9 

（99.7） 

 

（注１）経常収支比率の（ ）内数値は、臨時財政対策債等を経常一般財源総額から除いた数値で
ある。 

（注２） 

経常収支比率＝ 
経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 

×１００ 
経 常 一 般 財 源 総 額 

 

＊経常経費  ：人件費、扶助費、公債費等 

＊経常一般財源：使途が特定されない一般財源のうち、毎年度連続して経常的に収入されるも
の。地方税、普通交付税、地方譲与税、各種交付金、臨時財政対策債等 

＊経常経費充当一般財源：毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源額 

 

ウ 地方債及び債務負担行為の状況並びに実質公債費比率 

 地方債及び債務負担行為はいずれも次年度以降の支出につながり、今後の財政運営に大きな影響

を及ぼすものである。そのため、慎重な運用を行うべきものである。当年度は、地方債現在高が増

加した一方で、債務負担行為額は減少している。 

 実質公債費比率は、地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、

起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられるもの（地方財政法第５条の４第１

項第２号）である。実質公債費比率が１８％以上となる地方公共団体については、地方債協議制度

移行後においても、起債にあたり許可が必要となる。当年度の本市の実質公債費比率は８．１％で、

前年度と比較して０．５ポイント悪化したものの、前年度に引き続き１８％を下回った。 

 この３か年の状況は次のとおりである。 
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地方債及び債務負担行為の状況並びに実質公債費比率 

区  分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

地 方 債 現 在 高 
（千円） 

19,422,397 19,864,613 20,187,945 

債 務 負 担 行 為 額 
（千円） 

2,086,533 1,262,919 1,012,912 

実 質 公 債 費 比 率 
（％） 

7.9 7.6 8.1 

 

（注） 

実質公債費比率＝ 
（Ａ+Ｂ）－（Ｃ+Ｄ） 

 ×１００（３ヵ年平均）  
Ｅ － Ｄ 

Ａ：地方債の元利償還金 

Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（準元利償還金） 

Ｃ：Ａ及びＢに充てられる特定財源 

Ｄ：元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 

Ｅ：標準財政規模 
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３ 一般会計 

（１）歳入（別表４，７，８参照） 

ア 概要 

令和２年度一般会計の歳入決算額３１，７０９，６４６千円は、前年度より８，５３５，９７５

千円（３６．８％）増加しており、予算現額３３，０３８，９８８千円に対する収入率は９６．０％

である。また、調定額３２，０１６，１８４千円に対する収納率は９９．０％である。 

収入未済額は２８７，８５０千円で、前年度に比べて３０，４３８千円（９．６％）の減である。

一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりである。 

自主財源及び依存財源別決算状況 

 

 

区     分 令和元年度 構成比 令和２年度 構成比 
構成比
増減 

自 

主 

財 

源 

 千円 ％ 千円 ％ ポイント 

市     税 7,150,941 30.9 6,944,203 21.9 △9.0 

分担金及び負担金 148,595 0.6 85,214 0.3 △0.3 

使用料及び手数料 286,274 1.2 286,759 0.9 △0.3 

財 産 収 入 12,244 0.1 13,524 0.0 △0.1 

寄  附  金 2,076,063 9.0 5,414,819 17.1 8.1 

繰  入  金 1,720,519 7.4 918,151 2.9 △4.5 

繰  越  金 388,587 1.7 588,219 1.9 0.2 

諸  収  入 444,756 1.9 496,207 1.5 △0.4 

小     計 12,227,979 52.8 14,747,096 46.5 △6.3 

依 

存 

財 

源 

地 方 譲 与 税 160,396 0.7 162,211 0.5 △0.2 

利子割交付金 5,983 0.0 6,367 0.0 0.0 

配当割交付金 38,743 0.2 35,727 0.1 △0.1 

株式等譲渡所得割交付金 20,718 0.1 41,427 0.1 0.0 

法人事業税交付金 - - 49,079 0.1 0.1 

地方消費税交付金 785,737 3.4 948,958 3.0 △0.4 

ゴルフ場利用税交付金 57,930 0.2 64,011 0.2 0.0 

自動車取得税交付金 32,948 0.1 10 0.0 0.0 

環境性能割交付金 9,281 0.0 18,733 0.1 0.1 

国有提供施設等所在 
市助成交付金 34,236 0.1 34,236 0.1 0.0 

地方特例交付金 131,034 0.6 42,425 0.1 △0.5 

地 方 交 付 税 3,540,370 15.3 3,727,550 11.8 △3.5 

交通安全対策特別交付金 4,654 0.0 5,322 0.0 0.0 

国 庫 支 出 金 2,358,697 10.2 7,944,472 25.1 14.9 

県 支 出 金 1,524,521 6.6 1,543,541 4.9 △1.7 

諸  収  入 105,044 0.5 269,989 0.9 0.4 

市     債 2,135,400 9.2 2,068,492 6.5 △2.7 

小 計 10,945,692 47.2 16,962,550 53.5 6.3 

合 計 23,173,671 100.0 31,709,646 100.0 0.0 
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自主財源は１４，７４７，０９６千円（４６．５％）で、寄附金の大幅な増により前年度に比較

すると２，５１９，１１７千円（２０．６％）増加している。 

依存財源は１６，９６２，５５０千円（５３．５％）で、コロナ関係の国庫支出金の大幅な増に

より、前年度に比較すると６，０１６，８５８千円（５５．０％）増加している。 

また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に比較して６．３ポイント減少している。 

歳入科目は２４款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

 

イ 市税 

市        税 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,835,100 7,190,230 6,944,203 12,077 233,949 101.6 96.6 

 

収入済額６，９４４，２０３千円は歳入決算額の２１．９％で、寄附金、国庫支出金の大幅な増

により、前年度の３０．９％に比較して９．０ポイント減少している。また、前年度の市税収入済

額７，１５０，９４１千円と比較すると、当年度は２０６，７３８千円（２．９％）減少している。

これは主に、税制改正により市民税（法人市民税）の法人割の税率が下がったこと及び固定資産税

における償却資産の減少によるものである。 

 

市  税  収  入  状  況 

科   目 
令和元年度 
収入済額 

令和２年度 
収入済額 

比較増減 
対前年 
度比率 

  千円 千円 千円 ％ 

市 民 税 2,766,718 2,611,810 △154,908 94.4 

固定資産税 3,716,398 3,650,687 △65,711 98.2 

軽自動車税 157,442 165,997 8,555 105.4 

市たばこ税 255,250 258,286 3,036 101.2 

都市計画税 255,133 257,423 2,290 100.9 

合  計 7,150,941 6,944,203 △206,738 97.1 
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また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

市税不納欠損額及び収入未済額 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
金額 件数 

  千円 千円 千円 件 千円 ％ 

元 7,430,309 7,150,941 24,482 671 254,886 96.2 

  千円 千円 千円 件 千円 ％ 

２ 7,190,230 6,944,203 12,077 570 233,949 96.6 

不納欠損額は１２，０７７千円で、前年度に比較して１２，４０５千円（５０．７％）減少して

いる。 

不納欠損処分を実施した件数は５７０件（前年度６７１件）である。不納欠損処分理由は、地方

税法第１５条の７第４項の規定によるもの（滞納処分の執行の停止が３年間継続したことによる消

滅）が１３８件、３，８３３千円、同法第１５条の７第５項の規定によるもの（即時消滅）が６１

件、１，６２５千円、同法第１８条第１項の規定によるもの（徴収権を５年間行使しないことによ

る時効による消滅）が３７１件、６，６２０千円である。これらの対象者は、滞納処分をすること

ができる財産がない者、滞納処分をすることによって生活を著しく窮迫させるおそれがある者、所

在及び財産がともに不明な者などである。 

収入未済額は２３３，９４９千円で、前年度に比較すると２０，９３６千円の減少となっており、

収入未済額の調定額に対する比率は３．３％で、前年度より０．１ポイント減少している。その内

訳は、固定資産税１３８，１０５千円（５９．０％）、市民税７７，２５５千円（３３．０％）、軽

自動車税９，２２６千円（３．９％）、都市計画税９，３６４千円（４．０％）である。 

数年前から兵庫県税務課税収対策班より個別案件に係るアドバイスを受けることにより、法令に

基づいた積極的な滞納処分を行うなどの成果が現れ、特に過年度分においては毎年、収入未済額が

減少することにより高い収納率を維持している。今後も、有効な債権回収方策を検討し、引き続き

市税滞納金の回収と適正な不納欠損処分に努められたい。 

 

 ウ 地方譲与税 

地 方 譲 与 税 

収入済額１６２，２１１千円は歳入決算額の０．５％で、前年度に比較すると１，８１５千円（１．

１％）の増加である。これは主に、森林環境譲与税が３，７６２千円（１１２．６％）増加したた

めである。 

この収入は、国税として徴収した特定の税目の収入の全額または一部を、地方公共団体に譲与す

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

154,100 162,211 162,211 0 8,111 105.3 100.0 
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るものである。地方譲与税には、地方揮発油譲与税（地方道路譲与税を含む）、石油ガス譲与税、

自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、特別とん譲与税、地方法人特別譲与税、森林環境譲与税、

特別法人事業譲与税の８つがあるが、当市では地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲

与税の３つが譲与されている。 

 

 エ 利子割交付金 

利 子 割 交 付 金 

 収入済額６，３６７千円は歳入決算額の０．０％で、前年度に比較すると３８４千円（６．４％）

の増加である。 

 この収入は、県に納入された利子割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

 オ 配当割交付金 

配 当 割 交 付 金 

 収入済額３５，７２７千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると３，０１６千円（７．

８％）の減少である。 

この収入は、県に納入された配当割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

カ 株式等譲渡所得割交付金 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 

収入済額４１，４２７千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると２０，７０９千円（１

００％）の増加である。 

この収入は、県に納入された株式等譲渡所得割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に

相当する額を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,000 6,367 6,367 0 367 106.1 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

3７,000 35,727 35,727 0 △1,273 96.6 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

35,000 41,427 41,427 0 6,427 118.4 100.0 
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 キ 法人事業税交付金 

法 人 事 業 税 交 付 金 

収入済額４９，０７９千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると４９，０７９千円（皆

増）の増加である。 

この収入は県の法人事業税額の１００分の３．４に相当する額を、県内の市町に対し交付された

ものである。 

 

 ク 地方消費税交付金 

地 方 消 費 税 交 付 金 

収入済額９４８，９５８千円は歳入決算額の３．０％で、前年度に比較すると１６３，２２１千

円（２０．８％）の増加である。 

この収入は、県に納付された地方消費税額の２分の１に相当する額を、県内の市町の人口と従業

者数で按分して交付されたものである。 

 

 ケ ゴルフ場利用税交付金 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 

 収入済額６４，０１１千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると６，０８１千円（１

０．５％）の増加である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

額の１０分の７に相当する額が、県から交付されたものである。 

 

 

 

 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

48,000 49,079 49,079 0 1,079 102.2 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

929,000 948,958 948,958 0 19,958 102.1 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

53,000 64,011 64,011 0 11,011 120.8 100.0 
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コ 自動車取得税交付金 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 

 収入済額１０千円は歳入決算額の０．０％で、前年度に比較すると３２，９３８千円（１００．

０％）の減少である。 

 この収入は、県に納付された自動車取得税額に１００分の９５を乗じて得た額の１０分の７に相

当する額を、県内の市町に対し、市町が管理する市町道の延長及び面積で按分して交付されたもの

である。なお、令和元年１０月１日より自動車取得税は廃止されている。 

 

サ 環境性能割交付金 

環 境 性 能 割 交 付 金 

 収入済額１８，７３３千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると９，４５２千円（１

０１．８％）の増加である。 この収入は、県に納付された自動車税環境性能割に１００分の９５

を乗じて得た額の１００分の４７に相当する額を、 県内の市町に対し、市町が管理する市町道の

延長及び面積で按分して交付されたものである。 

 

シ 国有提供施設等所在市助成交付金 

国有提供施設等所在市助成交付金 

 収入済額３４，２３６千円は歳入決算額の０．１％で、前年度と同額である。 

 この収入は、国有提供施設等所在市助成交付金に関する法律に基づき、国が市に財政調整とその

補償の目的をもって交付するもので、市助成交付金の総額の１０分の７に相当する額については、

対象資産の価格で按分され、１０分の３に相当する額については、市の財政状況等を考慮して、配

分される。 

 

 

 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

0 10 10 0 10 - 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

20,000 18,733 18,733 0 △1,267 93.7 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

34,236 34,236 34,236 0 0 100.0 100.0 
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 ス 地方特例交付金 

地 方 特 例 交 付 金 

 収入済額４２，４２５千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると８８，６０９千円（６

７．６％）の減少である。これは主に、幼児教育無償化の円滑な実施のため令和元年度のみに交付

された子ども・子育て支援臨時交付金９４，８１７千円（皆減）の減少によるものである。 

 この収入は、住宅借入金等特別控除による個人市民税の減収額、及び自動車税・軽自動車税の環

境性能割の軽減措置による減収額を補てんする措置として交付されたものである。 

 

 セ 地方交付税 

地 方 交 付 税 

 収入済額３，７２７，５５０千円は歳入決算額の１１．８％で、前年度に比較すると１８７，１

８０千円（５．３％）の増加である。 

 この収入は、所得税、法人税、酒税、消費税及び地方法人税の収入見込額の一定割合の額で、地

方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国から交付

されたものである。 

 当年度は、普通交付税３，２４８，８０５千円及び特別交付税４７８，７４５千円が交付された。

普通交付税は、地域社会再生事業費が新設されたこと、子ども子育て支援をはじめとする社会福祉

費が増加したことにより前年度に比べ２０７，８４８千円（６．８％）増加し、特別交付税は、病

院事業費の一部が普通交付税で計算されたことにより、前年度に比べ２０，６６８千円（４．１％）

の減少である。 

 

 ソ 交通安全対策特別交付金 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 

 収入済額５，３２２千円は、前年度に比較すると６６８千円（１４．４％）の増加である。 

 この収入は、道路交通法に定める反則金を原資として、特定の道路交通安全施設の設置及び管理

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

42,425 42,425 42,425 0 0 100.0 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

3,757,805 3,727,550 3,727,550 0 △ 30,255 99.2 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

5,700 5,322 5,322 0 △378 93.4 100.0 
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に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 

 

 タ 分担金及び負担金 

分 担 金 及 び 負 担 金 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

83,911 85,768 85,214 290 264 1,303 101.6 99.4 

 収入済額８５，２１４千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると６３，３８０千円（４

２．７％）の減少である。これは主に、令和元年１０月より実施した保育料無償化の影響で児童福

祉費負担金の公立保育所保護者負担金、私立保育所保護者負担金が減少したこと、令和元年度まで

は米飯加工委託金として負担金を受け入れていたが、令和２年度からは加工費で払わず、米代に含

めて払う形式に変更したため、負担金がなくなったためである。 

 収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金６９，７８２千円である。 

 収入未済額は２６４千円で、前年度に比較すると６３０千円（７０．５％）の減少となっている。

その内訳は、児童福祉費負担金で２６４千円である。今後も滞納金の回収に努めるとともに、回収

の可能性がないと認められるものについては、適宜、不納欠損処理にあたられたい。 

 なお、令和元年度まで収入未済のあった国営加古川西部土地改良事業負担金については、徴収と

不納欠損処理により収入未済０円である。 

  

チ 使用料及び手数料 

使 用 料 及 び 手 数 料 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

286,657 333,321 286,759 6,172 40,390 102 100.0 86.0 

 収入済額２８６，７５９千円は歳入決算額の０．９％で、前年度に比較すると４８５千円（０．

２％）の増加である。 

 使用料は１７５，５１１千円で、前年度に比較し９１３千円（０．５％）の減少となっており、

手数料は１１１，２４８千円で、前年度に比較し１，３９８千円（１．３％）の増加となっている。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料７７，８１８千円、清掃使用料３４，６０８千

円、道路橋梁使用料３３，１９７千円、保健衛生使用料１１，８６９千円で、手数料の収入済額の

うち主なものは、清掃手数料８６，９８１千円、戸籍住民基本台帳手数料１６，９１６千円、徴税

手数料３，６５５千円、保健衛生手数料２，０２２千円である。 

 収入未済額は４０，３９０千円で、前年度に比較すると８，３９９千円（１７．４％）の減少と

なっている。その主な内訳は、住宅使用料３９，８１７千円（９８．６％）、し尿収集に係る清掃

手数料５７３千円（１．４％）である。前年度に比べて、住宅使用料、清掃手数料ともに減少して
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いる。 

 不納欠損額は６，１７２千円である。住宅使用料については、納付指導・督促・催告とともに、

長期・高額滞納者に対しては、明渡請求の実施基準を定めた要綱に基づき対処しているが、今後も、

債権の内容を十分吟味のうえ、回収困難なものは議決を経ての出訴や加西市債権管理条例に基づい

た不納欠損等の処理をすべきと考える。 

 

 ツ 国庫支出金 

国 庫 支 出 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

8,161,317 7,944,472 7,944,472 0 △216,845 97.3 100.0 

 収入済額７，９４４，４７２千円は歳入決算額の２５．１％で、前年度に比較すると５，５８５，

７７６千円（２３６．８％）の増加である。 

 これは主に、新型コロナウィルス感染症の感染拡大による経済活動や市民生活に影響が及んでい

ることを踏まえた経済対策の特別定額給付金、地方創生臨時交付金が創設されたためである。 

 収入済額の主なものは、総務費補助金４，６８９，２９２千円、児童福祉費負担金７３９，５６

５千円、社会福祉費負担金６３９，９１５千円である。 

 

 テ 県支出金 

県  支  出  金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,618,591 1,543,541 1,543,541 0 △75,050 95.4 100.0 

 収入済額１，５４３，５４１千円は歳入決算額の４．９％で、前年度に比較すると１９，０２０

千円（１．２％）の増加である。 

 これは主に、総務管理費補助金、統計調査委託金、商工費補助金が増加したためである。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金５４５，８３３千円、農業費補助金３４２，０７６千

円、児童福祉費負担金２３１，８８５千円である。 
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 ト 財産収入 

財  産  収  入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

11,047 13,524 13,524 0 2,477 122.4 100.0 

 収入済額１３，５２４千円は歳入決算額の０．０％で、前年度に比較すると１，２８０千円（１

０．５％）の増加である。 

 これは主に、土地売払収入が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地売払収入９，６５７千円である。 

 

ナ 寄附金 

寄    附    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,094,280 5,414,819 5,414,819 0 679,461 88.9 100.0 

 収入済額５，４１４，８１９千円は歳入決算額の１７．１％で、前年度に比較すると３，３３８，

７５６千円（１６０．８％）の増加である。 

 これは主に、ふるさと応援基金寄附金（ふるさと納税）が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金寄附金５，３５０，４８０千円である。 

 ふるさと納税による寄附件数・金額は、業務委託・返礼品の充実等により大幅に増加している。

今後も、更なる寄附制度の周知と合わせて、謝礼としての特産品開発を含めた加西市のＰＲを図り、

寄附金の増加に努められたい。 

 

 ニ 繰入金 

繰    入    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,041,887 918,151 918,151 0 △ 123,736 88.1 100.0 

 収入済額９１８，１５１千円は歳入決算額の２．９％で、前年度に比較すると８０２，３６８千

円（４６．６％）の減少である。 

 これは主に、前年度まではふるさと納税は一旦、基金に積立繰入充当していたが、当年度の条例

改正で、ふるさと納税を基金に積立て、繰入することなく直接充当できるようになったことにより、

ふるさと応援基金繰入金が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金繰入金８３０，４７７千円である。 

 



 - 18 - 

 ヌ 繰越金 

繰    越    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

588,219 588,219 588,219 0 0 100.0 100.0 

 収入済額５８８，２１９千円は歳入決算額の１．９％で、前年度に比較すると１９９，６３２千

円（５１．４％）の増加である。 

 これは、令和元年度一般会計決算の歳入歳出差引額を令和２年度会計予算に繰り越したものであ

る。 

 

 ネ 諸収入 

諸   収   入 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

757,213 779,590 766,196 147 13,247 101.2 98.3 

収入済額７６６，１９６千円は歳入決算額の２．４％で、前年度に比較すると２１６，３９５千

円（３９．４％）の増加である。 

 これは主に、市農業共済組合が県農業共済組合に移管されたことに伴う剰余金の発生と消防団の

退職者増大に伴い消防団退職報奨受入金が増大したためである。 

 収入済額のうち主なものは、雑入３６０，９５９千円、貸付金元利収入２８４，３５３千円であ

る。 

 収入未済額１３，２４７千円は主に、住宅改修資金等貸付元利収入と生活保護費返還金等である。 

 住宅改修資金貸付元利収入の収入未済額のうちには、分納誓約書に基づき定期的に徴収している

ものもあるが、なかには生活困窮者で定期的な分納もできないケースもある。生活状況を把握のう

え、資力が確認できなければ、不納欠損処理もやむを得ないのではないかと考えられるので、適切

に処理されたい。 

 また、生活保護費返還金等の収入未済額については、分納や定期的な訪問で粘り強く回収に努め

ているが、資力がなく完納まで長期間になるケースについては、不納欠損処理もやむを得ないので

はないかと考えられるので、適切に処理されたい。 
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 ノ 市債 

市      債 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,438,500 2,068,492 2,068,492 0 △ 370,008 84.8 100.0 

収入済額２，０６８，４９２千円は歳入決算額の６．５％で、前年度に比較すると６６，９０８

千円（３．１％）の減少である。 

 これは主に、社会福祉債が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、臨時財政対策債６５０，２００千円、保健体育債４１７，７００千

円、総務管理債２７７，１００千円である。 
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（２）歳出（別表５，９参照） 

ア 概要 

令和２年度一般会計の歳出決算額は３０，６８５，９９２千円で、予算現額３３，０３８，９８

８千円に対し、９２．９％の執行率である。 

翌年度繰越額は７８８，７９４千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。したがっ

て、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が１，５６４，２０２千円となっている。 

決算額のうち前年度に比べて増加した主なものは、総務費６，３８６，２６９千円（２０９．０％）、

教育費６８４，４６２千円（３２．８％）、商工費６１６，２２９千円（１４３．５％）であり、

減少した主なものは、民生費７６８，５６９千円（１０．２％）、議会費１２，９７９千円（８．

１％）である。 

概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。 

決算額を性質別に区分すると次のとおりである。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

区  分 

  性 質 別 

令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 対前年度 

増減額 決 算 額  構成比 決 算 額  構成比 

消 

費 

的 

経 

費 

  千円     % 千円     % 千円 

人 件 費 2,583,514 11.4 3,612,675 11.8 1,029,161 

物 件 費 2,932,260 13.0 3,453,982 11.3 521,722 

維持補修費 195,301 0.9 264,655 0.9 69,354 

扶 助 費 3,717,244 16.5 3,489,773 11.4 △227,471 

補助費等 5,094,978 22.5 11,235,372 36.5 6,140,394 

小     計 14,523,297 64.3 22,056,457 71.9 7,533,160 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 2,483,992 11.0 2,375,855 7.7 △108,137 

災害復旧事業費 8,940 0.0 340 0.0 △8,600 

小     計 2,492,932 11.0 2,376,195 7.7 △116,737 

公   債   費 1,794,661 8.0 1,835,315 6.0 40,654 

積   立   金 2,189,387 9.7 2,768,505 9.0 579,118 

貸   付   金 278,000 1.2 284,200 0.9 6,200 

繰   出   金 1,307,174 5.8 1,365,320 4.5 58,146 

合     計 22,585,451 100.0 30,685,992 100.0 8,100,541 

人件費は、対前年度で１，０２９，１６１千円の増額となっている。これは主に、令和２年度より

会計年度任用職員制度が始まり、前年度まで物件費・扶助費で計上されていたアルバイト賃金が、会

計年度任用職員の人件費として計上されたためである。 

物件費は、対前年度で５２１，７２２千円の増額となっている。これは会計年度任用職員制度の開
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始により、人件費として計上された部分の減額はあったものの、ふるさと納税受入額の大幅な増によ

る包括委託料の増加や、コロナ対策としての生活困窮者商品券販売委託の実施、市民会館耐震改修や

南部学校給食センター建設に係る備品購入、小学校の学習用パソコン購入費などにより増額となった

ものである。 

補助費等は、対前年度で６，１４０，３９４千円の増額となっている。これは主に、国のコロナ対

策である特別定額給付金や、ふるさと納税受入増による特産品費の増、コロナ禍における生活支援で

ある水道料金減免実施に対する水道事業への補助、小規模事業経営持続支援金などの商工業者支援に

より増額となったものである。 

 積立金は、５７９，１１８千円の増額となっている。これは主に、ふるさと納税受入増により、ふ

るさと応援基金積立金が増となったこと、みんなで支え合う新型コロナウイルス感染症対策基金積立

金が新設されたことによるものである。 

 

決算額を目的別（款別）に区分すると次のとおりである。 

（単位 千円） 

款 令和元年度 令和 2 年度 対前年度増減 

05 議会費 159,697 146,718 △ 12,979 

10 総務費 3,056,106 9,442,375 6,386,269 

15 民生費 7,513,451 6,744,883 △ 768,569 

20 衛生費 1,938,856 2,142,870 204,014 

25 労働費 129,401 148,127 18,726 

30 農林水産業費 1,122,930 1,200,268 77,338 

35 商工費 429,427 1,045,656 616,229 

40 土木費 1,362,342 1,630,780 268,438 

45 消防費 796,299 811,288 14,990 

50 教育費 2,084,746 2,769,208 684,462 

55 災害復旧費 8,149 0 △ 8,149 

60 公債費 1,794,661 1,835,315 1,827,166 

65 諸支出金 2,189,387 2,768,505 579,118 

90 予備費 0 0 0 

計 22,585,451 30,685,992 8,100,540 
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 イ 議会費 

議    会    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

147,700 146,718 0 982 99.3 0.5 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１５９，６９７千円に比較すると１２，９７

９千円（８．１％）の減少である。 

 

 ウ 総務費 

総    務    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

10,426,495 9,442,375 40,000 944,120 90.6 30.8 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額３，０５６，１０６千円に比較すると６，３

８６，２６９千円（２０９．０％）の増加である。 

これは主に、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として実施された特別定額給付金給付事業

で４，４０５，４７７千円（皆増）、ふるさと納税関連の支出の伸びに係る一般管理費で１，４７

８，５１８千円（７９．５％）、市民会館耐震改修工事に係る市民会館管理費が２１６，５９２千

円（１３５．３％）それぞれ増加したためである。 

 また、不用額９４４，１２０千円は主に、一般管理費でふるさと納税受入額の予測が困難なため

ふるさと納税返礼品調達費用に係る報償費４２７，５８８千円、ふるさと納税受入額に応じた委託

料３４６，２６９千円、ふるさと納税の決済手数料に係る役務費３９，８６３千円、企画費で新型

コロナウイルス感染症拡大の影響による事業中止のため負担金、補助及び交付金で３４，３４７千

円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額４０，０００千円は、総務管理費の工事請負費の繰越によるものである。 

 

 エ 民生費 

民    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

7,126,782 6,744,883 108,000 273,899 94.6 22.0 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７，５１３，４５１千円に比較すると７６８，

５６９千円（１０．２％）の減少である。 

 これは主に、令和元年度に泉よつばこども園を建設したため、児童福祉施設費が９７６，７５７

千円（６９．２％）、児童扶養手当法改正による児童扶養手当の支払い回数変更による児童措置費



 - 23 - 

が３７，２５９千円（２．６％）、新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えにより福祉医

療費が３６，８９５千円（１１．６％）、それぞれ減少したためである。なお、主な増加は社会福

祉総務費１８３，０９３千円（１２．２％）などである。 

 また、不用額２７３，８９９千円は主に、福祉医療費で医療費助成額が見込みを下回ったことに

よる扶助費６６，８６７千円、社会福祉総務費で国民健康保険特別会計への繰出減及び介護給付費、

包括的支援事業・任意事業などの繰出減による繰出金３２，５３５千円、社会福祉費で自立支援事

業、地域生活支援事業、障害児通所給付事業の見込みを下回ったことによる扶助費２８，１１８千

円、生活保護費の扶助費で入院等の医療費が見込みを下回ったことによる扶助費２６，３３７千円

が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額１０８，０００千円は学童保育費の工事請負費、社会福祉総務費の委託料、

社会福祉総務費の扶助費の繰越によるものである。 

 

オ 衛生費 

衛    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,228,975 2,142,870 1,151 84,954 96.1 7.0 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，９３８，８５６千円に比較すると２０４，

０１４千円（１０．５％）の増加である。 

 これは主に、新型コロナウイルス感染症経済対策として、水道料金減免に係る水道事業会計補助

金増額により保健衛生費が２３３，４５９千円（２１．２％）、新型コロナウイルスワクチン接種

事業に係る予防費が３２，７３０千円増加したためである。なお、主な減少は令和元年度に埋立最

終処分場延命化工事（第 2 期工事）が完了したことに伴う塵芥処理費６４，８４１千円などである。 

 また、不用額８４，９５４千円は主に、母子衛生費で妊婦健診の件数が見込みを下回ったことに

よる委託料１１，７１３千円、母子衛生費ですくすく赤ちゃん特別給付金の件数が見込みを下回っ

たことによる負担金、補助及び交付金１０，０８２千円、予防費で予防接種者数が見込みを下回っ

たことによる委託料５，３３１千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額１，１５１千円は予防費の需用費、委託料の繰越によるものである。 

 

カ 労働費 

労    働    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

152,263 148,127 0 4,136 97.3 0.5 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１２９，４０１千円に比較すると１８，７２
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６千円（１４．５％）増加している。これは主に、若者世帯定住促進住宅補助事業に係る労働諸費

が増加したためである。 

 また、不用額４，１３６千円は主に、労働諸費で新婚世帯向け家賃補助の申請者数が見込みを下

回ったことによる負担金、補助及び交付金１，５７３千円が不用になったものである。 

 

 キ 農林水産業費 

農  林  水  産  業  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,246,031 1,200,268 18,315 27,448 96.3 3.9 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，１２２，９３０千円に比較すると７７，

３３８千円（６．９％）の増加である。 

 これは主に、北播磨特産品支援事業に係る地域農政推進対策事業が６０，８９４千円（１９４．

９％）、兵庫県農業共済組合負担金に係る農業総務費が４４，３５１千円（３２．９％）、それぞれ

増加したためである。なお、主な減少は、多面的機能支払交付金事業に係る農地費２６，３４７千

円（６．９％）、農業集落排水事業企業会計繰出金に係る農村総合整備事業費２４，７５８千円（７．

３％）などである。 

 また、不用額２７，４４８千円は主に、地域農政推進対策事業費で販売促進緊急支援事業補助申

請者の減による負担金、補助及び交付金１６，２１３千円、農業振興費でシカ緊急捕獲拡大事業負

担金及び大規模農業施設支援補助金の減による負担金、補助及び交付金３，１２５千円が不用にな

ったものである。 

 なお、翌年度繰越額１８，３１５千円は農地費の委託料の繰越によるものである。 

 

ク 商工費 

商    工    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,205,702 1,045,656 105,020 55,026 86.7 3.4 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額４２９，４２７千円に比較すると６１６，２

２９千円（１４３．５％）の増加である。 

 これは主に、小規模事業経営持続支援金、新型コロナウイルス感染症対策地域活性化キャッシュ

レス事業に係る商工振興費が６１７，８７７千円（１８８．７％）増加したためである。 

 また、不用額５５，０２６千円は主に、商工振興費で県のコロナ対策にかかる融資制度の充実に

伴い、完済及び一部繰入等による信用保証料の返還があったため負担金、補助及び交付金２７，８

８１千円、商工振興費で県が実施する時短営業に係る協力金の年度内支給を予定していたものの、
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県の事務処理遅延により委託料２０，９７１千円が不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額１０５，０２０千円は商工振興費の委託料、負担金、補助及び交付金の繰越

によるものである。 

 

ケ 土木費 

土    木    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,086,860 1,630,780 445,013 11,067 78.1 5.3 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，３６２，３４２千円に比較すると２６８，

４３８千円（１９．７％）の増加である。 

 これは主に、社会資本整備総合交付金事業に係る道路新設改良費が１２３，２４５千円（１０４．

９％）、加西市地域活性化拠点施設建設工事に係る都市再生事業費が４８，５２６千円（２２．１％）、

道路維持費が４６，５６７千円それぞれ増加したためである。なお、主な減少は、下水道事業会計

繰出金に係る都市下水費で９，７０６千円などである。 

 また、不用額１１，０６７千円は主に、都市再生整備事業費で都市再生整備事業において、入札

残の発生による工事請負費１，９３９千円、都市計画総務費で建築工事開始の目途が立たないとし

て事業中止を申し出たことによる負担金、補助及び交付金１，０００千円が不用になったものであ

る。 

なお、翌年度繰越額４４５，０１３千円は、道路維持費の委託料、工事請負費、道路新設改良費

の委託料、工事請負費、街路事業費の委託料、公園費の工事請負費、都市再生事業の委託料、工事

請負費の繰越によるものである。 

 

 コ 消防費 

消    防    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

813,888 811,288 0 2,600 99.7 2.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７９６，２９９千円に比較すると１４，９９

０千円（１．９％）の増加である。 

 これは主に、消防団員退職報償金に係る非常備消防費が２１，２０５千円（１９．８％）増加し

たためである。 

  また、不用額２，６００千円は主に、非常備消防費の林野火災合同訓練中止による報酬１，１３

４千円が不用になったものである。  
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 サ 教育費 

教    育    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,950,306 2,769,208 71,295 109,803 93.9 9.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２，０８４，７４６千円に比較すると、６８

４，４６２千円（３２．８％）の増加である。 

 これは主に、加西市立南部学校給食センター改築工事に係る給食施設運営費が３２１，４０３千

円（６５．５％）、GIGA スクール構想に伴うパソコンの整備に係る学校振興費が１６９，４３１

千円（９４．８％）、空調設備改修工事に係る図書館費が１４２，０９７千円それぞれ増加したた

めである。なお、主な減少は、令和元年度に感覚学習室・体育館改修工事が完了したことに伴う特

別支援学校費が５５，４１７千円（６７．９％）、事務局費３２，６３３千円などである。 

 また、不用額１０９，８０３千円は主に、学校振興費の校内通信ネットワーク整備において入札

残による委託料４３，１６２千円、教育総務費の入札残による委託料３，５６５千円、小学校費の

就学援助費の対象見込みより下回った扶助費２，４５３千円、教育総務費のオンライン授業未実施

に伴うモバイルルーター通信料の減による役務費２，１３０千円、中学校費の就学援助費の対象が

見込みより下回ったことによる扶助費１，９２６千円が不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額７１，２９５千円は、主に小学校費の学校管理費、教育総務費の学校振興費、

中学校費の教育振興費の繰越によるものである。 

 

 シ 公債費 

公    債    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,835,500 1,835,315 0 185 100.0 6.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，７９４，６６１千円に比較すると４０，

６５４千円（２．３％）の増加である。 

 支出済額は市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は１９，８６４，６１３千円であり、これに当年度借入

金額２，０６８，４９２千円を加え、この合計額から当年度元金償還額１，７４５，１６０千円を

差し引いた額２０，１８７，９４５千円が当年度末未償還元金である。 
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ス 諸支出金 

諸  支  出  金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,798,486 2,768,505 0 29,981 98.9 9.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２，１８９，３８７千円に比較すると、５７

９，１１８千円（２６．５％）増加である。 

これは主にふるさと応援基金費が４７６，０１０千円（２３．７％）増加し、また新型コロナウ

イルス感染症対策基金費７４，１５５千円が創設されたためである。 

 

 セ 予備費 

予   備   費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

千円 千円 千円 ％ 

20,000 

 

20,000 0.0 

当年度における予備費の充用件数は０件で、２０，０００千円が不用額となっている。 
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４ 特別会計（別表１～３，６，７，１０参照） 

 令和２年度特別会計の数は５会計で、歳入歳出の総額の決算状況は次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

12,544,983 12,568,708 100.2 11,469,501 97.8 1,099,206 

 一般会計から特別会計への繰入金は１，３６５，３２１千円で、前年度と比較すると、５８，１４

７千円の増加となっている。 

 これは、国民健康保険特別会計への繰入金が９４４千円減少したものの、介護保険特別会計への繰

入金が４１，０５７千円、後期高齢者医療特別会計への繰入金が９，５３２千円、産業団地整備事業

特別会計への繰入金が８，５０１千円それぞれ増加したことによるものである。 

 特別会計から一般会計への繰出金は無かった。 

 各会計別の審査意見は次のとおりである。 

 

（１）国民健康保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１９４，７７９千円（３．７％）の減少である。 

 これは主に、国庫支出金が増加したものの、県支出金、繰越金、国民健康保険税が減少したためで

ある。 

 歳入決算額の主なものは、県支出金３，５４２，５９６千円（７０．１％）、国民健康保険税９７

８，０８２千円（１９．４％）、繰入金３７９，４１７千円（７．５％）、繰越金１３３，５１９千円

（２．６％）である。 

 国民健康保険税の収納状況は次表のとおりである。 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

5,028,800 5,050,550 100.4 4,935,574 98.1 114,977 
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国民健康保険税の収納状況表 

（単位：千円） 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

３０ 

 千円 千円 件 千円 千円 ％ 

現年分 1,030,313 975,197 0 0 55,116 94.7 

滞納分 357,877 64,234 327 25,024 268,619 17.9 

計 1,388,190 1,039,431 327 25,024 323,735 74.9 

元 

現年分 997,432 946,839 0 0 50,593 94.9 

滞納分 322,376 65,969 358 19,664 236,743 20.5 

計 1,319,808 1,012,808 358 19,664 287,336 76.7 

２ 

現年分 955,071 914,392 0 0 40,679 95.7 

滞納分 285,157 63,690 303 17,182 204,285 22.3 

計 1,240,228 978,082 303 17,182 244,964 78.9 

 

 不納欠損処分は３０３件、１７，１８２千円で、前年度と比較して件数は５５件減少し、金額は２，

４８２千円減少している。 

 これらは、すべて地方税法第１５条の７第４項（滞納処分の執行の停止が３年間継続したことによ

る消滅）、同法第１５条の７第５項（即時消滅）及び同法第１８条第１項（徴収権を５年間行使しな

いことによる時効による消滅）の規定により納付義務、徴収権が消滅したもので、法令の規定に準拠

して処理されているものと認めたが、今後も適正な不納欠損処分に努められたい。 

 収入未済額は、前年度と比較して４２，３７１千円（１４．７％）の減少で、対調定額比は１９．

８％である。徴収の努力と適正な不納欠損処分により収入未済額は毎年減少しているが、依然、多額

の収入未済額である。収入未済額が多い理由として、自営業者や非正規雇用者、離職者を多く被保険

者とするため、景気の波の影響を受けやすいことや経済的に困窮している状況の者が多いことなどが

考えられる。 

 また、国民健康保険税の現年度分の収納率は９５．７％で前年度より０．８ポイント上昇し、過年

度分も含めた収納率は７８．９％で前年度より２．２ポイント上昇している。国民健康保険税の負担

の公平性を確保するためにも、今後も滞納金の徴収に努められたい。 

 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１７６，２３７千円（３．４％）の減少となっている。 

 これは主に、保険給付費、国民健康保険事業基金への積立金が減少したためである。 

 歳出決算額の主なものは、保険給付費３，３７６，９７５千円（６８．４％）、国民健康保険事業

費納付金１，３１１，６７１千円（２６．６％）、基金積立金１１１，００５千円（２．２％）、であ
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る。 

  

 また、前年度に引き続き１１４，９７６千円の黒字を計上することができた。前年度の決算余剰金

のうち１１１，００５千円を基金に積立て、積立金額は合計で６３２，０７６千円となった。 

なお、県に支払う国民健康保険事業費納付金が、平成３０年度より３年間、激変緩和措置があり、

当年度も減額となっているものの、その激変緩和措置が無くなった後のことも想定して、今後も引き

続き計画的な事業運営に努められたい。 
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（２）介護保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

5,020,638 5,026,664 100.1 4,962,795 98.8 63,869 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１００，０９４千円（２．０％）の増加である。 

これは主に、繰越金、保険料が減少したものの、介護給付費増加による繰入金、国庫支出金が増加

したためである。 

歳入決算額の主なものは、支払基金交付金１，２５３，９５９千円（２４．９％）、国庫支出金１，

１５９，１０１千円（２３．１％）、保険料１，０５６，１７０千円（２１．０％）、繰入金７７３，

６０５千円（１５．４％）、県支出金７０６，６３１千円（１４．１％）である。 

介護保険料の収納状況は次表のとおりである。 

介護保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 千円 千円 件 千円 千円 ％ 

30 1,096,168 1,074,662 152 3,376 18,130 98.0 

元 1,088,441 1,069,451 149 3,139 15,851 98.3 

２ 1,072,346 1,056,170 110 2,601 13,575 98.5 

 介護保険料について、２，６０１千円の不納欠損処分を行った後の収入未済額が１３，５７５千円

となっている。今後も滞納金の徴収と適正な不納欠損処分に努められたい。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１１２，３４２千円（２．３％）の増加となっている。 

 これは主に、保険給付費が増加したためである。 

 歳出決算額の主なものは、保険給付費４，５１４，５９７千円（９１．０％）、地域支援事業費２

５１，８５９千円（５．１％）、総務費１１９，１５１千円（２．４％）である。 

 当年度は、第７期介護保険事業計画の最終年度となった。介護保険制度の周知を図るとともに、地

域密着型サービスの適正なサービス提供に向けた取り組みを行った。介護認定は、認定調査員や審査

会委員の調整会議の実施等で、適正公平な審査、スムーズな事務が行われている。また、指導監査に

ついては、県との合同実施、市独自での実施により居宅介護支援事業所への監査を行っている。 

 今後も介護保険の利用者は増加するものと考えられ、制度の周知と充実を図るとともに、認定業務

の適正化、介護サービスの質の向上、介護保険施設の基盤整備等を通じて、高齢化社会に対応した事

業の安定的な運営に努められたい。 
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（３）後期高齢者医療特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

705,024 700,124 99.3 697,416 98.9 2,707 

歳入決算額は前年度と比較すると３７，７１３千円（５．７％）の増加である。 

これは主に、後期高齢者医療保険料が増加したためである。 

歳入決算額の主なものは、後期高齢者医療保険料５１９，４８４千円（７４．２％）、繰入金１７

６，３６６千円（２５．２％）である。  

後期高齢者医療保険料の収納状況は次表のとおりである。 

後期高齢者医療保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 千円 千円 件 千円 千円 ％ 

30 449,516 443,633 22 211 5,671 98.7 

元 485,166 479,071 23 447 5,648 98.7 

２ 525,124 519,484 10 210 5,430 98.9 

 後期高齢者医療保険料の収入未済額が５，４３０千円となっており、今後も滞納金の徴収と適正な

不納欠損処分に努められたい。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると３８，００９千円（５．８％）の増加となっている。 

 これは主に、後期高齢者医療広域連合納付金が増加したためである。 

 歳出決算額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金６７２，０７５千円（９６．４％）であ

る。 
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（４）公園墓地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

14,100 15,433 １０9.5 2,709 19.2 12,724 

 歳入決算額は、前年度と比較すると７６６千円（５．２％）の増加である。 

 これは、使用料及び手数料が減少したものの、繰越金が増加したためである。 

 歳入決算額は、繰越金１１，５２１千円（７４．７％）、使用料及び手数料３，９１２千円（２５．

３％）である。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると４３７千円（１３．９％）の減少となっている。 

 これは、公園墓地整備費が減少したためである。 

歳出決算額は、公園墓地整備費２，７０９千円（１００．０％）である。 

 公園墓地全体（第１区～第４区）では７２８区画で、年度末現在の使用許可残数は６９区画となっ

ている。 

今後も使用許可の促進と合わせて、施設の管理運営及び環境整備に努められたい。 

 

（５）産業団地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

1,776,421 1,775,937 100.0 871,007 49.0 904,930 

 中国自動車道・加西インターチェンジ周辺における新産業団地の整備を行うため法令の定めにより、

産業団地整備事業に関する収支について、令和元年度からこの特別会計が設けられた。 

歳入決算額は、財産収入１，７４０，００４千円（９８．０％）、繰入金３５，９３３千円（２．

０％）となっている。  

歳出決算額は、産業団地整備費７０２，１２６千円（８０．６％）、公債費１６８，８８２千円（１

９．４％）となっている。 

当年度は、加西市が事業主体として造成工事に着手した１－２工区において、造成工事を完成させ、

進出企業に用地の引渡しを行った。また１－１工区では地権者と土地売買契約を締結し用地取得に取

り組むとともに、公募型プロポーザル方式により２社と「官民連携による産業団地整備に関する協定
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書」を締結した。 

今後も、同事業者が万全なスタートがきれるよう、しっかりとサポートするとともに、産業団地整

備事業を着実に進め、地域経済の発展と新たな雇用創出に取り組まれたい。 

 

５ 実質収支に関する調書（別表３参照） 

実質収支に関する調書を歳入歳出決算書及び同事項別明細書と照合して審査した。 

当年度決算における実質収支額については、一般会計６８２，３１１千円、国民健康保険特別会計

１１４，９７７千円、介護保険特別会計６３，８６９千円、後期高齢者医療特別会計２，７０７千円、

公園墓地整備事業特別会計１２，７２４千円、産業団地整備事業特別会計９０４，９３０千円はそれ

ぞれ黒字で、全会計の実質収支は１，７８１，５１８千円の黒字となっている。 

翌年度へ繰越すべき財源は、一般会計３４１，３４３千円である。 

 

６ 財産に関する調書 

財産に関する調書及び財産台帳等により、当年度の増減状況を主に審査した。 

 その概要は次のとおりである。 

（１）土地及び建物 

 令和２年度末現在高は、次表のとおりである。 

区  分 前年度末現在高 当年度中増減 当年度末現在高 

土  地 （㎡） 1,399,908 5,830 1,405,738 

建
物 

木  造（㎡） 7,891 △419 7,472 

非木造（㎡） 179,313 1,077 180,390 

 土地は、前年度に比べ５，８３０㎡の増加となっている。これは主に、西高室街区公園、加西イン

ター産業団地公園の用地取得によるものである。 

 また、建物は、木造、非木造合計して６５８㎡の増加となっている。これは主に、南部学校給食セ

ンターの建設による増があったためである。 

 

（２）出資による権利 

令和２年度末現在高は２１４，４０１千円で、前年度と比較して２，４２５千円減少している。 

 これは主にひょうご農林機構出資金の減額と都市農山漁村交流活性化機構解散による（一財）都市

農山漁村交流活性化機構出捐金の返還のためである。 

 

（３）物 品 

 自動車は２台増の１０４台、絵画等は増減無しの３１１点である。 
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（４）債 権 

前年度末現在高は７，１５６千円で、当年度中に３００千円減少し、令和２年度末現在高は６，８

５６千円となっている。 

これは、住宅改修資金等貸付金が３００千円減少したことによるものである。 

 

（５）基 金 

基 金 の 推 移          （単位：千円） 

                    年度 
30 元 ２ 

区分 

物品調達基金 1,000 1,000 1,000 

財政調整基金 1,679,378 1,844,547 2,019,731 

地域福祉基金 69,558 66,615 63,672 

鉄道経営対策事業基金 0 0 0 

ふるさと創生基金 485,023 490,404 519,458 

減債基金 458,289 458,335 458,380 

文化スポーツ振興基金 16,941 16,742 16,634 

人材育成基金 90,248 86,730 85,395 

ふるさと応援基金 327,528 632,538 2,283,081 

みんなで支え合う新型コロナウィ

ルス感染症対策基金 
－ 0 0 

一般会計小計 3,127,965 3,596,911 5,447,351 

国民健康保険事業基金 341,229 521,071 632,076 

介護給付費準備基金 130,750 201,873 256,997 

特別会計小計 471,979 722,944 889,073 

年度末合計 3,599,944 4,319,855 6,336,424 

 

一般会計における基金の前年度末現在高は３，５９６，９１１千円で、当年度中に１，８５０，４

４０千円増加し、令和２年度末現在高は５，４４７，３５１千円となっている。 

これは主に、ふるさと応援基金が１，６５０，５４３千円、財政調整基金が１７５，１８４千円増

加したためである。 

特別会計における基金の前年度末現在高は７２２，９４４千円で、当年度中に１６６，１２９千円

増加し、令和２年度末現在高は８８９，０７３千円となっている。 

基金の大部分は歳計現金に繰替運用されており、各基金の運用、積立状況については次のとおりで

ある。 
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ア 物品調達基金 

庁内で共通に使用する印刷物等を一括購入することによって、物品の取得及び管理に関する事務

を円滑かつ効果的に行うため、基金の額１，０００千円で運用している。 

当年度の運用状況は、物品払出額４０７千円、原価３２１千円で、差引８６千円が運用益となり、

物品調達基金条例に基づき令和２年度一般会計に繰入されている。 

令和２年度末の基金１，０００千円の内訳は、物品３３０千円、現金６７０千円となっている。 

イ 財政調整基金 

この基金は、将来にわたる財政の健全な運営に資するため設置された基金である。 

前年度末現在高１，８４４，５４７千円に１７５，１８４千円が積み立てられたことから、令和

２年度末現在高は２，０１９，７３１千円となっている。 

 ウ 地域福祉基金 

この基金は、地域福祉に寄与するため設置された基金であり、前年度末現在高６６，６１５千円

に７千円が積み立てられたが、２，９５０千円が取り崩されたことから、令和２年度末現在高は 

６３，６７２千円となっている。 

 エ 鉄道経営対策事業基金 

この基金は、鉄道事業を経営する北条鉄道株式会社の経営を助成し、地域公共交通の維持確保を

図るため設置された基金である。 

前年度末現在高０円に、鉄道経営対策事業基金条例に基づき固定資産税相当額として９，０２９

千円が積み立てられたが、令和２年度決算による経常損失の補てんのため全額を取り崩し、これに

充当したため、令和２年度末現在高は０円となっている。 

 オ ふるさと創生基金 

 この基金は、地域振興及びふるさと創生に資するため設けられた基金である。 

 前年度末現在高４９０，４０４千円に２９，０５４千円が積み立てられたことから、令和２年度

末現在高は５１９，４５８千円となっている。 

 カ 減債基金 

この基金は、市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる財政の健全な運営に資するために

設置された基金であり、前年度末現在高４５８，３３５千円に、基金利息４５千円を積み立てたた

め、令和２年度末現在高は４５８，３８０千円となっている。 

 キ 文化スポーツ振興基金 

この基金は、市民文化及びスポーツの高揚と振興を図る資金に充てるため設置された基金である。

前年度末現在高１６，７４２千円に、基金利息２千円を加え、文化スポーツ振興賞賜金として１１

０千円が取り崩されたため、令和２年度末現在高は１６，６３４千円となっている。 

 ク 人材育成基金 

この基金は、人材の育成を目的とする事業を推進するため設置された基金で、前年度末現在高 



 - 37 - 

８６，７３０円に、基金利息９千円が積み立てられたが、１，３４４千円が取り崩されたことから、

令和２年度末現在高は８５，３９５千円となっている。 

 ケ ふるさと応援基金 

 この基金は、まちづくりを応援していただける個人、団体から広く寄附を募り、各種事業を実施

することにより、個性あふれるふるさとづくりに資するため設置された基金である。 

 前年度末現在高６３２，５３８千円に２，４８１，０２０千円が積み立てられたが、ふるさと納

税推進事業などに充てるため、８３０，４７７千円が取り崩されたことから、令和２年度末現在高

は２，２８３，０８１千円となっている。 

コ みんなで支え合う新型コロナウィルス感染症対策基金 

  この基金は新型コロナウィルス感染症の急速なまん延を防止し、市民生活及び地域経済の安定を

市民全員で支え合い、感染症予防、生活支援及び地域経済対策等の財源に充てるため令和２年度に

設置された基金である。   

令和２年度に７４，１５５千円積み立てられたが、各種コロナ支援策に充てたため、７４，１５

５千円が取り崩されたことから、令和２年度末現在高は０円となっている。 

 サ 国民健康保険事業基金 

 この基金は、国民健康保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在

高５２１，０７１千円に前年度繰越額から１１１，００５千円を基金に積み立てたため、令和２年

度末現在高は６３２，０７６千円となっている。 

 シ 介護給付費準備基金 

 この基金は、介護保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在高２

０１，８７３千円に前年度繰越金と基金運用益から５５，１２４千円を積み立てたため、令和２年

度末現在高は２５６，９９７千円となっている。 

 

７ 基金運用状況 

  地方自治法第２４１条第５項に規定されている定額資金を運用する基金の運用状況については、

関係書類をもとに審査を行った。その結果は、前掲基金のア 物品調達基金のとおりであり、基金

運用状況を示す書類の計数は正確で、その設置目的に沿って、適正に運用されていると認めた。 
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別表　１

区　分　

会計別 決算額 構成比 決算額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 円

31,709,645,980 71.6 30,685,991,888 72.8 1,023,654,092 うち基金繰入額 918,150,914

特　別　会　計 12,568,707,744 28.4 11,469,501,247 27.2 1,099,206,497

　国民健康保険 5,050,550,387 11.4 4,935,573,615 11.7 114,976,772

　介護保険 5,026,663,756 11.4 4,962,795,121 11.8 63,868,635

　後期高齢者医療 700,123,862 1.6 697,416,379 1.7 2,707,483

　公園墓地整備事業 15,432,539 0.0 2,708,801 0.0 12,723,738

　産業団地整備事業 1,775,937,200 4.0 871,007,331 2.1 904,929,869

合　　　計 44,278,353,724 100.0 42,155,493,135 100.0 2,122,860,589

令和２年度　歳入歳出決算総括表（決算総括額）

備　　　考

一　般　会　計

歳　　　入 歳　　　出
歳入歳出
差引額
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別表　２

区分

会計別 総　　　額 重複計算控除額 控除額の内訳 差引純歳入額

特　別　会　計 12,568,707,744 1,365,320,555 11,203,387,189

　国民健康保険 5,050,550,387 379,416,715 一般会計から繰入 4,671,133,672

　介護保険 5,026,663,756 773,605,018 一般会計から繰入 4,253,058,738

　後期高齢者医療 700,123,862 176,365,822 一般会計から繰入 523,758,040

　公園墓地整備事業 15,432,539 0 15,432,539

　産業団地整備事業 1,775,937,200 35,933,000 一般会計から繰入 1,740,004,200

合　　　計 44,278,353,724 1,365,320,555 42,913,033,169

別表　３

一　般　会　計 33,038,988,000 31,709,645,980 30,685,991,888 1,023,654,092

特　別　会　計 12,544,983,000 12,568,707,744 11,469,501,247 1,099,206,497

　国民健康保険 5,028,800,000 5,050,550,387 4,935,573,615 114,976,772

　介護保険 5,020,638,000 5,026,663,756 4,962,795,121 63,868,635

　後期高齢者医療 705,024,000 700,123,862 697,416,379 2,707,483

　公園墓地整備事業 14,100,000 15,432,539 2,708,801 12,723,738

　産業団地整備事業 1,776,421,000 1,775,937,200 871,007,331 904,929,869

合　　　計 45,583,971,000 44,278,353,724 42,155,493,135 2,122,860,589

歳出総額

令和２年度　一般会計及び

令和２年度　歳入歳出

31,709,645,980

歳　　　　　　　　　　入

0

会　　計　　別 予算現額 歳入総額
歳入歳出
差引額

一　般　会　計 31,709,645,980
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（単位　円）

総　　　額 重複計算控除額 差引純歳出額

11,469,501,247 0 11,469,501,247 △ 266,114,058

4,935,573,615 0 4,935,573,615 △ 264,439,943

4,962,795,121 0 4,962,795,121 △ 709,736,383

697,416,379 0 697,416,379 △ 173,658,339

2,708,801 0 2,708,801 12,723,738

871,007,331 0 871,007,331 868,996,869

42,155,493,135 1,365,320,555 40,790,172,580 2,122,860,589

（単位　円）

継続費 繰越明許費 事故繰越し

逓次繰越額 繰越額 繰越額

0 341,343,000 0 341,343,000 682,311,092 334,120,797

0 0 0 0 1,099,206,497 875,046,234

0 0 0 0 114,976,772 △ 18,541,998

0 0 0 0 63,868,635 △ 12,248,498

0 0 0 0 2,707,483 △ 296,038

0 0 0 0 12,723,738 1,202,899

0 0 0 0 904,929,869 904,929,869

0 341,343,000 0 341,343,000 1,781,517,589 1,209,167,031

決算総括表（純計決算額）

歳　　　　　　　　　　出

30,685,991,888

歳入歳出差引額

773,605,018
1,365,320,555

産業団地整備事業へ繰出

35,933,000

計

翌年度へ繰越すべき財源

379,416,715

単年度収支額

2,388,974,647

控除額の内訳

介護保険へ繰出

176,365,822

国民健康保険へ繰出

実質収支額

29,320,671,333
後期高齢者医療へ繰出

特別会計実質収支・単年度収支表
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（円） （円） （％） （％） （％）

05 市 税 6,835,100,000 7,190,229,531 101.6 96.6 21.9

10 地 方 譲 与 税 154,100,000 162,211,000 105.3 100.0 0.5

15 利 子 割 交 付 金 6,000,000 6,367,000 106.1 100.0 0.0

16 配 当 割 交 付 金 37,000,000 35,727,000 96.6 100.0 0.1

17 株式等譲渡所得割交付金 35,000,000 41,427,000 118.4 100.0 0.1

18 法 人 事 業 税 交 付 金 48,000,000 49,079,000 102.2 100.0 0.2

19 地方消費税交付金 929,000,000 948,958,000 102.1 100.0 3.0

20 ゴルフ場利用税交付金 53,000,000 64,010,888 120.8 100.0 0.2

25 自動車取得税交付金 0 9,746 0.0 100.0 0.0

26 環境性能割交付金 20,000,000 18,732,922 93.7 100.0 0.1

30
国有提供施設等所在
市 助 成 交 付 金 34,236,000 34,236,000 100.0 100.0 0.1

33 地 方 特 例 交 付 金 42,425,000 42,425,000 100.0 100.0 0.1

35 地 方 交 付 税 3,757,805,000 3,727,550,000 99.2 100.0 11.8

40 交通安全対策特別交付金 5,700,000 5,322,000 93.4 100.0 0.0

45 分担金及び負担金 83,911,000 85,768,498 101.6 99.4 0.3

50 使用料及び手数料 286,657,000 333,321,435 100.0 86.0 0.9

55 国 庫 支 出 金 8,161,317,000 7,944,472,310 97.3 100.0 25.1

60 県 支 出 金 1,618,591,000 1,543,541,228 95.4 100.0 4.9

65 財 産 収 入 11,047,000 13,523,976 122.4 100.0 0.0

70 寄 附 金 6,094,280,000 5,414,818,988 88.9 100.0 17.1

75 繰 入 金 1,041,887,000 918,150,914 88.1 100.0 2.9

80 繰 越 金 588,219,000 588,219,295 100.0 100.0 1.9

85 諸 収 入 757,213,000 779,590,149 101.2 98.3 2.4

90 市 債 2,438,500,000 2,068,492,000 84.8 100.0 6.5

33,038,988,000 32,016,183,880 96.0 99.0 100.0

翌年度
繰越額

（円） （円） （円） （％） （％）

05 議 会 費 147,700,000 146,718,284 0 99.3 0.5

10 総 務 費 10,426,495,000 9,442,374,630 40,000,000 90.6 30.8

15 民 生 費 7,126,782,000 6,744,882,767 108,000,000 94.6 22.0

20 衛 生 費 2,228,975,000 2,142,870,176 1,151,000 96.1 7.0

25 労 働 費 152,263,000 148,126,789 0 97.3 0.5

30 農 林 水 産 業 費 1,246,031,000 1,200,267,507 18,315,000 96.3 3.9

35 商 工 費 1,205,702,000 1,045,656,099 105,020,000 86.7 3.4

40 土 木 費 2,086,860,000 1,630,780,199 445,013,000 78.1 5.3

45 消 防 費 813,888,000 811,288,138 0 99.7 2.6

50 教 育 費 2,950,306,000 2,769,207,633 71,295,000 93.9 9.0

60 公 債 費 1,835,500,000 1,835,314,540 0 100.0 6.0

65 諸 支 出 金 2,798,486,000 2,768,505,126 0 98.9 9.0

90 予 備 費 20,000,000 0 0 0 -

33,038,988,000 30,685,991,888 788,794,000 92.9 100.0

11,066,801

2,599,862

109,803,367

273,899,233

84,953,824

944,120,370

合　　　　計

　款　別

令和２年度　一般会計款別予算決算対照表（歳出）
予算現額 支出済額

29,980,874

185,460

（円）

981,716

4,136,211

1,564,202,112

20,000,000

35,727,000

766,195,791

2,068,492,000

31,709,645,980

不用額

34,236,000

27,448,493

55,025,901

予算現額

948,958,000

64,010,888

収入済額

41,427,000

49,079,000

別表　４

42,425,000

調定額

6,944,202,969

162,211,000

13,523,976

（円）

区　分　

5,322,000

85,214,138

区　分　

9,746

合　　　　計

1,543,541,228

918,150,914

588,219,295

5,414,818,988

別表　５

286,758,815

18,732,922

収入率 収納率

執行率

6,367,000

令和２年度　一般会計款別予算決算対照表（歳入）

　款　別

構成比

構成比

7,944,472,310

3,727,550,000

- 42 -



別表　６

歳入

区　分　

　会計別 （円） （円） （％） （％）

国 民 健 康 保 険 5,028,800,000 5,312,696,884 100.4 95.1

介 護 保 険 5,020,638,000 5,042,839,819 100.1 99.7

後 期 高 齢 者 医 療 705,024,000 705,763,883 99.3 99.2

公園墓地整備事業 14,100,000 15,480,039 109.5 99.7

産業団地整備事業 1,776,421,000 1,775,937,200 100.0 100.0

合　　　計 12,544,983,000 12,852,717,825 100.2 97.8

歳出

区　分　

　会計別 （円） （円） （円） （％）

国 民 健 康 保 険 5,028,800,000 4,935,573,615 0 98.1

介 護 保 険 5,020,638,000 4,962,795,121 0 98.8

後 期 高 齢 者 医 療 705,024,000 697,416,379 0 98.9

公園墓地整備事業 14,100,000 2,708,801 0 19.2

産業団地整備事業 1,776,421,000 871,007,331 0 49.0

合　　　計 12,544,983,000 11,469,501,247 0 91.41,075,481,753

（円）

93,226,385

57,842,879

700,123,862

11,391,199

7,607,621

15,432,539

905,413,669

収入率

令和2年度　特別会計予算決算対照表

収入済額

（円）

予算現額 調定額 収納率

執行率

5,026,663,756

予算現額

5,050,550,387

12,568,707,744

不用額支出済額 翌年度繰越額

1,775,937,200
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別表　８

（単位　円・％）

05 市 税 6,952,042,102 36.4 7,150,941,165 30.9 6,944,202,969 21.9 97.1

10 地 方 譲 与 税 158,425,000 0.8 160,396,015 0.7 162,211,000 0.5 101.1

15 利 子 割 交 付 金 11,627,000 0.1 5,983,000 0.0 6,367,000 0.0 106.4

16 配 当 割 交 付 金 34,826,000 0.2 38,743,000 0.2 35,727,000 0.1 92.2

17 株式等譲渡所得割交付金 27,553,000 0.1 20,718,000 0.1 41,427,000 0.1 200.0

18 法 人 事 業 税 交 付 金 - - 49,079,000 0.2 皆増

19 地方消費税交付金 815,999,000 4.3 785,737,000 3.4 948,958,000 3.0 120.8

20 ゴルフ場利用税交付金 56,601,660 0.3 57,929,685 0.2 64,010,888 0.2 110.5

25 自動車取得税交付金 70,055,000 0.4 32,947,977 0.1 9,746 0.0 0.0

26 環境性能割交付金 - - 9,281,000 0.0 18,732,922 0.1 201.8

30
国有提供施設等所在
市 助 成 交 付 金 34,236,000 0.2 34,236,000 0.1 34,236,000 0.1 100.0

33 地 方 特 例 交 付 金 25,227,000 0.1 131,034,000 0.6 42,425,000 0.1 32.4

35 地 方 交 付 税 3,624,583,000 19.0 3,540,370,000 15.3 3,727,550,000 11.8 105.3

40 交通安全対策特別交付金 4,868,000 0.0 4,654,000 0.0 5,322,000 0.0 114.4

45 分担金及び負担金 185,875,171 1.0 148,594,552 0.6 85,214,138 0.3 57.3

50 使用料及び手数料 290,014,464 1.5 286,273,551 1.2 286,758,815 0.9 100.2

55 国 庫 支 出 金 1,960,833,079 10.3 2,358,696,749 10.2 7,944,472,310 25.1 336.8

60 県 支 出 金 1,474,114,994 7.7 1,524,521,314 6.6 1,543,541,228 4.9 101.2

65 財 産 収 入 9,987,306 0.1 12,244,135 0.1 13,523,976 0.0 110.5

70 寄 附 金 739,575,187 3.9 2,076,062,828 9.0 5,414,818,988 17.1 260.8

75 繰 入 金 718,639,361 3.8 1,720,518,893 7.4 918,150,914 2.9 53.4

80 繰 越 金 82,565,961 0.4 388,587,367 1.7 588,219,295 1.9 151.4

85 諸 収 入 562,244,752 2.9 549,800,455 2.4 766,195,791 2.4 139.4

90 市 債 1,256,400,000 6.6 2,135,400,000 9.2 2,068,492,000 6.5 96.9

合　　　　　　計 19,096,293,037 100.0 23,173,670,686 100.0 31,709,645,980 100.0 136.8

別表　９

（単位　円・％）

05 議 会 費 168,137,896 0.9 159,697,098 0.7 146,718,284 0.5 91.9

10 総 務 費 2,192,143,714 11.7 3,056,106,028 13.5 9,442,374,630 30.8 309.0

15 民 生 費 6,264,873,257 33.5 7,513,451,367 33.3 6,744,882,767 22.0 89.8

20 衛 生 費 1,940,092,045 10.4 1,938,856,056 8.6 2,142,870,176 7.0 110.5

25 労 働 費 148,847,890 0.8 129,400,576 0.6 148,126,789 0.5 114.5

30 農 林 水 産 業 費 1,138,375,303 6.1 1,122,929,850 5.0 1,200,267,507 3.9 106.9

35 商 工 費 369,857,672 2.0 429,427,227 1.9 1,045,656,099 3.4 243.5

40 土 木 費 1,615,558,208 8.6 1,362,341,829 6.0 1,630,780,199 5.3 119.7

45 消 防 費 761,552,482 4.1 796,298,502 3.5 811,288,138 2.6 101.9

50 教 育 費 1,654,150,205 8.8 2,084,745,697 9.2 2,769,207,633 9.0 132.8

55 災 害 復 旧 費 9,030,240 0.0 8,148,860 0.0 0 0.0 皆減

60 公 債 費 1,692,112,185 9.0 1,794,660,855 7.9 1,835,314,540 6.0 102.3

65 諸 支 出 金 752,974,573 4.0 2,189,387,446 9.7 2,768,505,126 9.0 126.5

90 予 備 費 0 - 0 - 0 - 0

合　　　　　　計 18,707,705,670 100.0 22,585,451,391 100.0 30,685,991,888 100.0 135.9

決算額 構成比 決算額 構成比

平成３０年度 令和元年度

構成比

決算額

対前年
度比率

令　和　２　年　度

構成比

一般会計款別決算年度比較表（歳入）

一般会計款別決算年度比較表（歳出）

平成３０年度 令和元年度

決算額

　款　別
構成比

対前年
度比率

決算額 構成比 決算額

年度別　

年度別　

　款　別

令　和　２　年　度
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別表１０

増減額 比率

国民健康保険税 1,039,431,251 1,012,808,448 978,081,790 △ 34,726,658 96.6

一部負担金 0 0 0 0 -

使用料及び手数料 430,450 454,603 410,745 △ 43,858 90.4

国庫支出金 0 0 7,512,000 7,512,000 皆増

療養給付費交付金 0 0 0 0 -

前期高齢者交付金 0 0 0 0 -

県支出金 3,613,063,244 3,620,649,792 3,542,596,107 △ 78,053,685 97.8

共同事業交付金 0 0 0 0 -

財産収入 0 43,359 57,733 14,374 133.2

繰入金 393,631,819 380,360,811 379,416,715 △ 944,096 99.8

繰越金 341,229,200 211,896,912 133,518,770 △ 78,378,142 63.0

諸収入 6,057,054 19,115,461 8,956,527 △ 10,158,934 46.9

合　　　計 5,393,843,018 5,245,329,386 5,050,550,387 △ 194,778,999 96.3

保険料 1,074,661,991 1,069,451,280 1,056,169,835 △ 13,281,445 98.8

使用料及び手数料 72,320 79,920 67,900 △ 12,020 85.0

国庫支出金 1,093,400,104 1,118,979,352 1,159,101,107 40,121,755 103.6

支払基金交付金 1,194,329,514 1,231,401,638 1,253,959,000 22,557,362 101.8

県支出金 669,690,000 686,505,563 706,631,000 20,125,437 102.9

財産収入 13,027 13,074 22,979 9,905 175.8

繰入金 695,700,882 732,547,670 773,605,018 41,057,348 105.6

繰越金 30,351,510 86,890,801 76,117,133 △ 10,773,668 87.6

諸収入 2,007,979 700,633 989,784 289,151 141.3

合　　　計 4,760,227,327 4,926,569,931 5,026,663,756 100,093,825 102.0

後期高齢者医療保険料 443,632,971 479,070,755 519,484,356 40,413,601 108.4

使用料及び手数料 33,500 42,956 31,673 △ 11,283 73.7

繰入金 178,707,092 166,833,565 176,365,822 9,532,257 105.7

繰越金 14,269,327 15,985,142 3,003,521 △ 12,981,621 18.8

諸収入 635,525 478,194 1,238,490 760,296 259.0

合　　　計 637,278,415 662,410,612 700,123,862 37,713,250 105.7

使用料及び手数料 5,885,300 5,027,200 3,911,700 △ 1,115,500 77.8

繰越金 6,577,753 9,639,376 11,520,839 1,881,463 119.5

諸収入 0 0 0 -

合　　　計 12,463,053 14,666,576 15,432,539 765,963 105.2

財産収入 0 435,122,050 1,740,004,200 1,304,882,150 399.9

繰入金 0 27,431,861 35,933,000 8,501,139 131.0

市債 0 168,600,000 △ 168,600,000 皆減

繰越金 0 0 0 0 -

諸収入 0 0 0 0 -

合　　　計 0 631,153,911 1,775,937,200 1,144,783,289 281.4

特別会計款別歳入
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業
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増減額 比率

総務費 64,857,706 65,966,718 70,790,198 4,823,480 107.3

保険給付費 3,441,876,164 3,452,999,945 3,376,974,559 △ 76,025,386 97.8

後期高齢者支援金等 0 0 0 0 -

前期高齢者納付金等 0 0 0 0 -

老人保健拠出金 0 0 0 0 -

介護納付金 0 0 0 0 -

共同事業拠出金 0 0 0 0 -

国民健康保険事業費納付金 1,238,444,445 1,320,811,424 1,311,670,828 △ 9,140,596 99.3

保健事業費 40,282,717 39,928,334 32,266,836 △ 7,661,498 80.8

基金積立金 341,229,200 179,842,206 111,004,610 △ 68,837,596 61.7

諸支出金 55,255,874 52,261,989 32,866,584 △ 19,395,405 62.9

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 5,181,946,106 5,111,810,616 4,935,573,615 △ 176,237,001 96.6

総務費 120,744,491 119,598,763 119,151,078 △ 447,685 99.6

保険給付費 4,275,669,305 4,390,568,856 4,514,596,865 124,028,009 102.8

地域支援事業費 245,663,710 249,530,561 251,859,356 2,328,795 100.9

基金積立金費 473,667 71,122,834 55,124,302 △ 15,998,532 77.5

諸支出金 30,785,353 19,631,784 22,063,520 2,431,736 112.4

予備費 0 0 0 -

合　　　計 4,673,336,526 4,850,452,798 4,962,795,121 112,342,323 102.3

総務費 29,027,886 24,901,340 24,669,524 △ 231,816 99.1

後期高齢者医療広域連合納付金 591,925,558 634,381,701 672,074,945 37,693,244 105.9

諸支出金 339,829 124,050 671,910 547,860 541.6

予備費 0 0 0 -

合　　　計 621,293,273 659,407,091 697,416,379 38,009,288 105.8

公園墓地整備費 2,823,677 3,145,737 2,708,801 △ 436,936 86.1

予備費 0 0 0 -

合　　　計 2,823,677 3,145,737 2,708,801 △ 436,936 86.1

産業団地整備費 0 631,153,911 702,125,562 70,971,651 111.2

公債費 168,881,769 168,881,769 皆増

予備費 0 0 -

合　　　計 0 631,153,911 871,007,331 239,853,420 138.0

歳出決算比較表

歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和元年度
決算額

款
対前年度平成３０年度

決算額
令和２年度

決算額
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